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概 要 
日本企業における人事部門は各国に比べて特異に発展してきたとされている。具体的には、戦後の高度
成長期、オイルショックからバブル期を経た経済成長の中、人と企業が終身雇用や年功序列型賃金よる長
期の主従契約を前提に集権的な人事システムを構築運営してきたのである。低い人材流動性、長期雇用・
育成という人事システムにおいては、人事部門が経営戦略に関与する戦略人事の必要性は低かった。 
しかし、バブル崩壊を機に終身雇用モデルが揺らいだ結果、集権的な人事管理は機能障害を起こし、「人
事部不要論」(1)が叫ばれるなど、人事機能分権化が議論されて始めた。また競争力の源泉がモノやカネから
ヒトへと移り、戦略人事が求められるようになってきた。さらに、昨今は少子高齢化による労働人口の減
少、女性活躍の推進、ミレニアル世代の台頭による多様な労働観の流入、ＨＲテクノロジーの進展などが
進み、またティール組織やホラクラシー組織など新しい組織論が注目されてきている。取り巻く環境が激
変する中、人事部門はこれまでの固定化した人事システムから脱皮し、人事機能の分権化と戦略機能の進
化という改革が求められている。 
そこで本研究では、人事機能の分権化と戦略人事の実践という観点から日本企業における人事部門改革
の実態と効果を検証し、これからの人事部門における進化の方向性を提言することを目的とした。 
企業人事担当者に対するアンケートを実施、人事機能のあり方と企業業績や組織モチベーションとの関
係性を統計解析したところ、戦略人事実践の有無と業績やモチベーションとの間に正の関係性が確認され
た。一方で、人事機能分権化は業績とモチベーションに正の影響と負の影響を与える場合に分かれる結果
となったが、戦略人事の実践が正の影響を与える要因であることが明らかとなった。さらに、このような
関係性は、企業の事例研究などの定性分析によって裏付けることができた。 
以上から、日本における人事部門の変革は概ね想定されている方向へ進んでいることが確認できたが、
実態として戦略人事の実践は企業間での取り組みのばらつきも大きく、日本企業の人事改革は未だ試行錯
誤の段階にあると結論づけられる。 
これからの人事部門の改革は、ビジョンや理念を軸にして経営と現場を繋ぐ組織開発の機能と経営戦略
に関与して事業推進を支援するビジネスパートナーの機能といった戦略人事がさらに重要となり、伝統的
な人事機能の分権化は組織の状況や環境変化に応じて柔軟に対応していくことが必須になってきている。
従って、日本企業の人事部門はその改革を加速して、経営の中核機能を担っていかねばならなくてはいけ
ないのである。 
 
                                                     
(1)八代尚宏（1998） 『人事部はもういらない』講談社. 
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1. はじめに 
1.1. 研究の背景と目的 
日本企業の人事部門はこれまで各国と比べて特異に発展してきた。戦後の復興から、
高度成長期、オイルショックからバブル期を経る経済成長の中で、終身雇用といった人
と組織が長期的な雇用契約を前提にした人事システムを構築したことで、日本企業は持
続的な成長を遂げることができた。こうした人事システムを維持強化していくために、
人事部門は社内統制型で中央集権的な人事機能の運用をおこなってきたと考えられる。
労働市場の流動性が低さ、新卒一括採用や年功序列制度による横並び意識、働き方や働
く価値観の同一性が前提となって、こうした人事機能が効果に運用することができた。 
しかし、バブル崩壊を機に終身雇用モデルが崩れ始め、人事部門のスリム化圧力や現
場の実情に合わせた対応の必要性から、集権的な人事管理は機能障害を起こした。1990
年代から「人事部不要論」（3)も叫ばれ、人事機能の分権化が議論され始めた。また同時
期に人事部門が経営戦略の実現をサポートする戦略的な人事部に転換すること（4）が提
唱され始め、日本企業の人事部門においてもグローバル化が進展した 2000 年代から戦
略人事へ転換が求められるようになった。こうした中、日本企業の人事部門は改革を進
めてきているが、多くの人事部門は依然として旧来どおりの集権的な人事機能の運用か
ら抜け出せずにいる（5）。 
そうした中、近年は更に競争環境のグローバル化の進展、技術革新によるデジタル革
命、競争力の源泉がモノやカネからヒトへと加速的な進展が起きている。加えて、少子
高齢化による労働人口の減少、女性活躍の推進、ミレニアル世代の台頭による多様な労
働観の流入、ＨＲテクノロジーの進展などのより、ティール組織やホラクラシー組織な
ど新しい組織が注目され始めた。人事部門を取り巻く環境は地殻変動を起こし、これま
での固定化した人事システムから脱却し、人事機能分権化と戦略人事実践という改革が
急務となっている。 
こうした背景の中、日本企業における人事部門は今後、どのように進化していくこと
が求められるのだろうか。この課題意識を出発点として、次節で述べる研究目的と意義
を示した上で、研究を進めていきたい。 
 
1.2. 研究目的と意義 
本研究の目的は、日本企業における人事部門改革の実態と効果を検証し、今後の人事
部門における進化の方向性を提言することである。 
日本企業における人事部門は、これまで各国と比べて特異に発展ながらも企業価値向
上に貢献してきた。しかし、近年の社会情勢や事業環境の変化によって、人事部門の改
革が欠かせないという課題感が本研究のきっかけである。 
                                                     
（3）八代尚宏（1998） 『人事部はもういらない』講談社. 
（4）HR Transformation: Building Human Resources From the Outside In (2009) McGraw-Hill 
Education, デイブ ウルリッチ, ウエイン ブロックバンク, ジョン ヤンガー, マーク ナイマン,  
ジャスティン アレン,(梅津 祐翻訳)（2010）『人事大変革』日本能率協会マネジメントセンター  
（5）サンフォード・M. ジャコービィ（鈴木 良始、堀 龍二、伊藤 健市翻訳）（2005） 
『日本の人事部・アメリカの人事部―日本企業のコーポレート・ガバナンスと雇用関係 
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先行研究では、人事部門の改革として人事機能の分権化や戦略人事の取り組みが主に
議論されてきた。島貫（6）は人事機能の分権化が組織パフォーマンスに対して正の影響と
負の影響があることを明らかにしている。また、ウルリッチは 1990 年代に戦略人事を
提唱（7）して以降、多くの研究がなされている。 
しかし、人事機能の分権化と戦略人事の実践という 2 つの観点において、企業価値向
上にどのように作用されるかについては研究がされていないという課題意識をもつに
至った。 
本研究においては、日本企業における人事部門の進化を人事機能の分権化と戦略人事
の実践という観点から分析し、日本企業が再び成長力を高めるために、これからの人事
機能のあり方を示す一助となることを期待する。 
 
1.3. 研究課題と検証 
本研究の目的は、今後の人事部門における進化の方向性を提言することが目的であり、
本研究の研究課題は、人事機能の分権化と戦略人事の実践という観点から日本企業にお
ける人事部門改革の実態と効果を検証していく。 
研究課題の検証方法として、人事部門責任者を対象にして独自に実施した人事機能分
権化と戦略人事の取り組みに関するアンケート調査による定量分析と人事部門責任者・
担当者に対して実施したインタビューからの事例研究による定性分析をおこなう。 
 
1.4. 本論文の構成 
 本論文の構成は次の通りである。第１章として、研究の背景や目的と意義、研究課題
などについて述べた。第２章においては、これまでの人事部門の発展と人事部門の現状
について整理する。 
第３章において、本論文において参考にした人事機能の分権化と戦略人事に関する先
行論文を紹介するとともに、第４章で本論文における仮説を明示する。 
第５章では、独自に実施した人事機能分権化と戦略人事の実践に関するアンケート調
査をもとに、人事機能分権化と戦略人事実践の現状を分析し、人事機能分権化の進展度
や戦略人事実践状況の違いと組織パフォーマンスとの関係性について考察する。 
第６章では、先進的な組織運営をおこなう企業を 3 社取り上げて事例研究をおこな
い、アンケート調査を補完していく。 
第７章においては、本研究の考察と結論、今後の課題についてまとめていく。 
 
2. 日本企業における人事部門の現状と取り巻く環境変化 
 本章においては、これまでの人事部門の発展と現在置かれている環境変化を整理した
上で、今後、人事部門が担う人事機能はどのようなに変化していくことが求められるの
かを考察する。 
 
                                                     
（6）島貫智行（2009) 『人材マネジメントの分権化と組織パフォーマンス」 
（7）デイビッド・ ウルリッチ（1997） 『ＭＢＡの人材戦略』 日本能率協会マネジメントセンター  
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2.1. 人事部門の変遷 
高度成長期以降、日本企業における人事部門は特異に発展してきた。人事部門が担っ
てきた人事機能の変化を採用から育成、配置、評価、報酬、代謝といった人材のフロー
に沿って整理したものが図表１である。 
図表 1 日本における人事機能の変遷（著者作成） 
 
 
戦後からバブル崩壊まで、採用や育成、評価などは事業環境の変化や社会情勢によっ
て変化してきているが、代謝における終身雇用モデルが長く維持され、人と企業は実質
的に長期的な主従契約のインセンティブが結ばれてきた。加えて、同一の価値観、横の
並び主義による公平性を重視する労働観のもと、人事部門は社内統制型で中央集権的な
人事機能の運用が可能であった。 
しかし、バブル崩壊を機に終身雇用モデルが崩れ始めた。経済成長を前提にした長期
雇用が難しくなり、早期退職や希望退職がおこなわれるようになる。東京商工リサーチ
の調査による（8）と、2015 年 3 月末時点における日本の企業の売上高トップ 50 社のう
ち、70%もの企業が過去に「早期退職・希望退職」を募集し、2000 年以降に「早期退職・
希望退職」を募集した上場企業 1343 社となった。早期退職・希望退職が常態化してい
ることがうかがえ、長期雇用の慣習が崩れ始めている。加えて、2018 年 9 月に経団連が
2021 年春入社の採用から就活ルールの廃止を発表した。これによって新卒一括採用も
崩れ始め、横並びの処遇意識も薄れていくと推察される。これまでの人事システムが大
きく転換され始めているのである。 
                                                     
（8） アクトデザインラボ株式会社  『終身雇用制度は崩壊する？大企業、上場企業なら続く？』 
 https://brave-answer.jp/576/#outline_6 
採用 育成 配置 評価 報酬 代謝
1950年～
1960年代
大量の若手労働者の
確保急務。
集団就職。
米国からの研修プロ
グラムの輸入。
現場でのＯＪＴ。
会社主導による配
置・配属。
年功序列制度。
年功序列制度。
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終身雇用。
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人事主導の新卒一括
採用。
合同セミナー就職四
季報の始まり。
ＴＱＣ活動。
グローバル人材育
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海外ＭＢＡ。
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置・配属。
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職能資格制度の普
及。
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人件費の抑制。
終身雇用。
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Web求人広告。
新卒紹介サービス。
中途採用一般化。
研修予算削減。
現場でのＯＪＴ。
選抜型研修。
キャリア開発。
事業の選択と集中に
即した配置、配属の
決定。
適性検査による適材
適所。
ＭＢＯの導入。
コンピテンシー評
価。
多面評価。
成果主義の始まり。
業績連動。
早期退職、リストラ
の実施。
2010年以降
多様な採用手法の誕
生。
就職協定の見直し。
働く価値観の多様
化。
1on1ミーティング。
コーチング。 
事業部毎の人材開発
部署設立。
タレントマネジメン
トシステムの活用。
人事データベースの
始まり。
新成果主義の模索。
評価データの蓄積。
ＯＫＲやパフォーマ
ンスディベロップメ
ント。
新成果給。
多様な報酬体系の誕
生。
ノーレーティング。
終身雇用の崩壊の始
まり。
早期退職の常態化。
人事機能
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2.2. 人事部門を取り巻く環境変化の影響による人事機能の変化 
それでは、今後の人事部門の役割はどのように変化していくのであろうか。本研究に
おいて、人事部門管理職を対象に人事部門の役割の見直しの影響を与える事項について
アンケート調査を実施した。その結果、人事部門の役割見直しに最も影響を与える事項
として、「働き方、働く価値観の変化に対する対応」があげられた。以下順に、「労働時
間短縮、生産性の向上」、「労務リスクやメンタルヘルスの対応」、「雇用形態の多様化」、
「経営方針や戦略の変更に対する対応」が続いた。昨今、叫ばれている「働き方改革」
に関連する「働き方、働く価値観の変化に対する対応」や「労働時間の短縮、生産性の
向上」のほか、「労務リスクやメンタルヘルスへの対応」、「雇用形態の多様化」、「経営
方針や戦略の変更に対する対応」が上位にあがった。また、デジタル化に伴って進展し
ている「ＨＲテックや人事データの活用」については、全体では９位となっているが、
早くからＨＲテクノロジーへの関心が高い 10,000 名以上の企業においては３位となっ
ている。大企業においては、ＨＲテクノロジーや人事データの活用が今後の人事機能の
変化に大きな影響を与えると考えていることがうかがえる。 
図表 2 人事部門の役割の見直しの影響を与える事項（独自アンケートより作成） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
順位 １０，０００名以上
３，０００名以上
１０，０００名未満
１，０００名以上
３，０００名未満
３００名以上
１，０００名未満
１００名以上
３００名未満
１００名未満 総計
１位
働き方、働く価値
観の変化に対する
対応
働き方、働く価値
観の変化に対する
対応
労働時間短縮、生
産性向上
労働時間短縮、生
産性向上
法規制の変化 雇用形態の多様化
働き方、働く価値
観の変化に対する
対応
２位 女性活躍の推進
労働時間短縮、生
産性向上
働き方、働く価値
観の変化に対する
対応
労務リスクやメン
タルヘルスへの対
応
労働時間短縮、生
産性向上
働き方、働く価値
観の変化に対する
対応
労働時間短縮、生
産性向上
３位
ＨＲテックや人事
データの活用
労務リスクやメン
タルヘルスへの対
応
労務リスクやメン
タルヘルスへの対
応
働き方、働く価値
観の変化に対する
対応
働き方、働く価値
観の変化に対する
対応
労務リスクやメン
タルヘルスへの対
応
労務リスクやメン
タルヘルスへの対
応
４位 法規制の変化 女性活躍の推進 雇用形態の多様化
経営方針や戦略の
変更に対する対応
経営方針や戦略の
変更に対する対応
労働時間短縮、生
産性向上
雇用形態の多様化
５位
労働時間短縮、生
産性向上
シニア人材の増加 女性活躍の推進 法規制の変化
労務リスクやメン
タルヘルスへの対
応
シニア人材の増加
経営方針や戦略の
変更に対する対応
６位
経営方針や戦略の
変更に対する対応
雇用形態の多様化
事業のグローバル
化
雇用形態の多様化 雇用形態の多様化
経営方針や戦略の
変更に対する対応
法規制の変化
７位
ＡＩやＲＰＡの導
入
法規制の変化
経営方針や戦略の
変更に対する対応
シニア人材の増加
介護制度、育休制
度への対応
介護制度、育休制
度への対応
女性活躍の推進
８位 シニア人材の増加
経営方針や戦略の
変更に対する対応
法規制の変化 女性活躍の推進
ＨＲテックや人事
データの活用
女性活躍の推進 シニア人材の増加
９位
就活ルールの見直
し
ＨＲテックや人事
データの活用
シニア人材の増加
ＨＲテックや人事
データの活用
女性活躍の推進 法規制の変化
ＨＲテックや人事
データの活用
１０位
労務リスクやメン
タルヘルスへの対
応
ＡＩやＲＰＡの導
入
介護制度、育休制
度への対応
介護制度、育休制
度への対応
シニア人材の増加
ＨＲテックや人事
データの活用
介護制度、育休制
度への対応
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今後、人事部門に大きな影響を与えると考えられ「労働人口の減少」、「働き方の多様
化」、「ＨＲテクノロジーの進展」という３つの特徴を考えていきたい。 
まず影響が大きい事象は、少子高齢化による労働人口の減少である。生産年齢は、2010
年ごろを境に減少に転じており、2020 年ごろには 15 歳から 64 歳の人口は 7,406 万人で
あるのに対し、2040 年頃には 5,978 万になると推計されていく（8）。大幅に労働人口が減
少していく中で、優秀な人材の確保がより困難になっていくであろう。また、どこに人
材を投資していくのか、アウトソーシングやＲＰＡの活用により業務の効率化をどう進
めていくかなど、事業戦略に沿った戦略的な人材の採用は配置が重要となってくると考
えられる。 
図表 3 年齢区分別将来人口推計（単位：千人）（9） 
２つ目の特徴が、働き方や働く価値観、雇用形態の多様化である。女性の活躍推進、
外国人労働者の雇用、フリーランスの活用などが進展していく中で、自社がどこまで働
き方や働く価値観、雇用形態を許容していくのかを事業戦略に照らして人事が戦略的に
考えていくことが重要となってくる。これに対し、すでに企業は多様な働き方を取り入
れ始めており、ＨＲ総研による「多様な働き方」実施状況調査（10）によると、図表 5 が示
すように 65%が多様な勤務時間の導入を進め、58%が柔軟な勤務制度の導入をおこなっ
ている。加えて、今後進展するミレニアル世代の台頭も大きな影響を与えるだろう。ミ
レニアル世代は、就職前から早期退職や希望退職が実施されていることを目の当たりに
してきており、長期雇用に対するインセンティブが低いと考えられ、柔軟な働き方や求
め、多様な雇用観を有している。今後、働き方や働く価値観が多様化していく中で、こ
れまでのようなインセンティブの設計や一体感のある組織風土を醸成していくことが
困難になってくると考えられ、従来通りの評価や報酬では限界となってくる。また、フ
リーランスや兼業・副業などの浸透により代謝もより柔軟に変わってくるだろう。 
                                                     
（9）『将来推計人口・世帯数』 国立社会保障・人口問題研究所 
http://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/Mainmenu.asp 
（10）「多様な働き方」実施状況調査 ＨＲ総研 
https://www.hrpro.co.jp/research_detail.php?r_no=199 
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図表 4 多様な働き方の取り組み施策(11) 
３つ目の特徴がＨＲテクノロジーの進展である。アメリカに比べて遅れを取っている
といわれているＨＲテクノロジーであるが、ミック経済研究所のリサーチ(12)によると日
本国内の 2016年度のＨＲクラウド市場規模は 109.7 億円となり、2017年には 156.6 億
円（前年比 142.8%）と急成長を見せており、2018 年はさらに前年比 143.9%の 225.4 億
円、2022 年には 663 億円に市場規模が拡大することが予測されている。世界市場では
約１兆 8,000 億円であり、日本においても今後さらなる進展が期待される。また、ＲＰ
Ａが人材領域でも多く活用されるようになり、業務の効率化や自働化も進んでいくであ
ろう。ＨＲテックが進展することにより、採用活動の効率化やデータ活用による合否判
断の向上、人事データをもとにした適材適所の実現、人材育成や組織開発の活用、勤怠
管理やメンタル状況の把握などが可能となる。また、人事データを集計し、分析するこ
とによって、人事部門がより機動的に人事戦略に関与できるようになると共に、データ
を現場と供給することで、人事機能の分権化も容易になっていくであろう。 
図表 5 Tech クラウド市場の中期予測（単位：百万）(12) 
 
                                                     
(11) ＨＲ総研『多様な働き方」実施状況調査』 
https://www.hrpro.co.jp/research_detail.php?r_no=199   
(12) 日本経済新聞 『ミック経済研究所、「HRTech クラウド市場の実態と展望 2017 年度版」を発刊』  
https://www.nikkei.com/article/DGXLRSP470449_V00C18A2000000/   
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 労働人口の減少、働き方や働く価値観の変化、ＨＲテクノロジーの進展により、人事
機能のあり方には大きな変化をもたらす大きな可能性を秘めている。また、グローバル
化の進展やガバナス体制の変更、各種労働関連法案の対応など、今後、人事部門を取り
巻く環境は大きく変化してくる。 
こうした変化に伴って、人事部門が担う人事機能は図表 6 のように改革が求められる
と考える。採用は新卒一括採用から職種別通年採用に代わり、グローバルで優秀な人材
の獲得競争に晒されていくだろう。また、多様な人材を受け入れや優秀な人材の獲得の
ために、評価や報酬も企業内の相対的にランクづけるのではなく、その人材のパフォー
マンスや市場価値に対応して評価や報酬を決めるノーレーティングの導入も進むと考
えられる。知識に関する育成は、より現場の実態にあったテーマが求められるだろう。 
これらが進展すると、これまで担ってきた人材のフローに沿った人事機能は中央集権
的で画一的な運用では事業環境の変化に対応し切れなくなる。より柔軟で多様な対応が
求められるようになり、さらに現場の実態にすぐに対応できるような人事機能の分権化
が避けて通れない。ＨＲテクノロジーの進展により人事機能分権化のコストやハードル
が下がり、人事機能の分権化を後押ししていくことにもなるであろう。 
 
図表 6 これからの環境変化によって求められる人事機能の変化（著者作成） 
 
これからの環境変化 採用 育成 配置・配属 評価 報酬 代謝
ＨＲテックの進化人事のデータ
分析など、ビッグデータの活用
多様な採用形態
採用業務の軽減
採用情報の共有化
人事データの収集、蓄
積、活用の進展
人事データを活用した
最適な配置、配属
評価データの蓄積と活
用
給与支払などの業務軽
減
人事データを活用した
新陳代謝
ＡＩ、ＲＰＡによる特定職種の
消滅と誕生
柔軟な人材の採用 ー 柔軟な人材の配置 ー
給与計算、年末調整等
の自働化
消滅職種への対応
アウトソーシング
少子高齢化による労働人口減少 人材の確保競争の激化
生産性向上に繋がる教
育
若手の抜擢
適材適所
適切なリーダー選抜
ー 適性な処遇の実施 定年延長、再雇用
性別、国籍、雇用形態の多様化
多様な雇用形態
新卒一括採用からの脱
却
多様な人材の育成
ＯＪＴの強化
多様な雇用形態への対
応
ー
優秀な人材を確保する
ための多様な報酬体系
ー
仕事や働き方に対する価値観の
多様化
現場に適した即戦力の
採用
新卒一括採用から職種
別通年採用へ
一人ひとりに合った育
成手法、キャリアス
テップの提示
多様な価値観、自己申
告による配置、配属
多様な評価体系
ノーレーティング等の
取り組み
優秀な人材を確保する
ための多様な報酬体系
業務委託、フリーラン
ス、副業
ガバナンス体制の強化、各種労
働法への対応
就職協定の撤廃
リスクコンプライアン
スの意識向上
ー ー
同一労働同一賃金な
ど、法規制への対応
働き方改革の進展
新陳代謝の適正化
グローバル化の進展とそれに伴
うリスクの対応
現地スタッフの採用強
化グローバル人材の採
用
グローバル人材の育成
グローバルでのジョブ
ローテーション
グローバル展開に即し
た評価制度の設計
グローバル展開に即し
た報酬体系の構築
ー
新規事業、イノベーションの創
出
優秀な人材の確保、新
卒一括採用からの脱却
優秀な人材を選抜した
育成機会の創出
イノベーション人材発
掘適切な配置
ＯＫＲなどチャレンジ
を評価する制度へ
優秀な人材を確保する
ための多様な報酬体系
ー
競争環境変化のスピードアップ
必要な人材を早期に採
用したい
即戦力の採用強化 　柔軟な配置転換 評価サイクルの短期化
優秀な人材を確保する
ための多様な報酬体系
新陳代謝の適正化
人事機能
 10 
2.3. 経営層からの要請による人事機能の変化 
  これまで人事部門を取り巻く外的な環境変化による人事機能への影響を考察してき
た。次に、内的な影響として経営層からの要請による人事機能への影響を考えてみたい。 
PwC が実施した CEO 意識調査(13)によると、世界における CEO の人事部門に対して
事業環境の変化に対して十分に備えられていると感じていない。部門別の満足度で見る
と「研究開発」や「調達と外注」に続き、ワースト 3 の結果となった。CEO の期待に人
事部門が応えられていないことが明らかになった。 
図表 7 ＣＥＯの各部門に対するも満足度（13） 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 次に同調査において、CEO が企業活動における戦略の策定と実行していく中で人材
戦略について「具体策がある」もしくは「進行中もしくは完了した」というポジティブ
な回答の割合は、世界全体は 59%に対し、日本では 42%と 17 ポイント低い。技術投資
の人材戦略は世界と比べて日本が後れを取っていることがうかがえる。 
図表 8  ＣＥＯの各施策に対する対応（13） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                     
（13） PwC（2014）『第 17 回世界 CEO 意識調査』 
https://www.pwc.com/jp/ja/japan-knowledge/archive/assets/pdf/ceosurvey-talent-challenge1408.pdf 
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 以上から、日本企業の経営層は人事に対しての課題を感じている一方で、人事戦略に
ついては世界と比べて計画や実行が伴っていないと感じていると考えられる。 
ラム・チャラン（14）は「人事部門は、いまこそ過去数十年における財務部門と同じよう
飛躍を遂げて、ＣＥＯの真のパートナーにならなくてはならない」 と論じているが、
まさに日本企業は人事部門の改革を進め、成長のエンジンにとなっていくことを強く求
められているのである。 
  
3. 人事機能分権化および戦略人事に関する先行研究のレビュー 
前章にて、人事部門が改革を求められている背景や環境変化について考察した。本章
においては、そうした改革の方向性である人事機能分権化と戦略人事に関する先行研究
のレビューをおこなう。 
3.1. 人事機能分権化に関する先行研究 
日本において人事機能の分権化に関しては、1990 年代から指摘されはじめた。労働
経済学者の八代は、1998年に「人事部不要論」（15）を唱えた。その中で、既に少子高齢化
や働く価値観の変化によって、人事部の機能障害が生じていると考え、個人の自立を基
本とした人事管理が現実的なものになると論じた。また、平野（16）は人事部の権限と人事
情報に注目し、環境変化の状況に応じて人事機能の分権化を整理した。 
また、島貫（17）は人事機能とＨＲポリシーとの相互作用を通じて組織パフォーマンス
に与える影響を、米国の事業所データを用いて統計的な分析をおこなった。本研究では、
人事機能は「新規従業員の採用」、「公式の教育訓練」、「業績評価」、「労働時間管理」、
「製品・サービスの品質改善」、「生産目標とスケジュール」の６項目に分類し、ＨＲポ
リシーを「調達・育成」と「評価・処遇」の二軸による類型化した。「報酬の業績連動度
合い」と「内部労働市場の活用度合い」の２つの因子得点を変数と用いた。組織パフォ
ーマンスは、「収益性」、「新しい製品」の２つをおき、人事機能の分権化とＨＲポリシ
ーが個々に組織パフォーマンスに与える影響を分析し、分権化とＨＲポリシーの相互作
用が与える影響を分析した。分析の結果、分権化とＨＲポリシーは単独では組織パフォ
ーマンスに正の影響を与えるが、ＨＲポリシーとの相互作用においては、その影響の与
え方は異なると結論付けた。ＨＲポリシーが内部労働市場の活用である場合、分権化は
組織パフォーマンスに正の影響を与え、報酬連動型報酬制度のおいては組織パフォーマ
ンスに負の影響を与えていることを明らかにした。  
 ジャコーヴィ（18）は、人事業務の意思決定の日本とアメリカの比較において、日本では
あいかわらず集権的な状態が続いていると論じている。特に人員の決定や管理職の配置、
管理職の業績評価においては、アメリカと比べて日本は人事部門が集権的に実施してお
り、分権化が進んでいないことを示唆した。 
                                                     
（14）『Harvard Business Review 2015 年 12号』 ダイヤモンド社 P32  
（15）八代尚宏（1998）『人事部はもういらない』 講談社. 
（16）平野光俊 (2011）『2009 年の日本の人事部 その役割は変わったのか』日本労働研究雑誌 
（17）島貫智行（2009) 『人材マネジメントの分権化と組織パフォーマンス』 
（18）サンフォード・M. ジャコービィ（鈴木 良始、堀 龍二、伊藤 健市翻訳）（2005）『日本の人事部・ 
アメリカの人事部―日本企業のコーポレート・ガバナンスと雇用関係』 東洋経済新報社 
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3.2. 戦略人事に関する先行研究 
戦略人事は 1990年代から研究が始まっている。ウルリッチ（19）人事部門の役割を、戦
略パートナー、変革エージェント、管理エキスパート、従業員チャンピオンと分類した。
その後、HR Transformation （20）に発展させて、人事機能に置ける大きな変化の予兆を指
摘して、その方向性を論じている。リクルートワークス研究所（21）は、ウルリッチが提唱
した HR Transformationモデルをもとに、これからの人事機能は図表の４つの機能論に
収斂しつつあると論じた。日本企業の多くは採用や異動、研修など、タスクやプロセス
ごとに設計されており、オペレーションズやセンター・オブ・エクセレンスの機能が中
心でビジネスパートナーとしての機能が不足していると指摘している。ジャコーヴィ（22）
は、日本とアメリカにおける人事担当役員が戦略的な事項に対する意思決定に関与して
いる割合について分析し、アメリカに比べて日本の人事担当役員は戦略的意思決定への
関与が低いということを明らかにした。 
図表 9 戦略人事の４つの機能 
加えて戦略人事を実現するために組織開発の重要性が主張されている。守島（23）は、
「変化に対応できる人材を育み続ける力を持つ組織をつくるために、組織開発が重要で
ある」と論じ、組織開発の重要性について言及している。先行研究においては戦略人事
の必要性が説かれており、とりわけビジネスパートナーや組織開発の機能の重要性が主
張されてきた。一方で、組織パフォーマンスへの影響に対して定性的な言及は深く論じ
られていないと考えられる。 
 では、日本企業における戦略人事の実態はどうであろうか。人事白書 2018（24）による
とによると、「戦略人事は重要である」という回答の割合は約 80%と高い水準であるに
もかかわらず、「人事部門が『戦略人事』として機能している」という回答は 30%に留ま
                                                     
（19）デイビッド ウルリッチ （翻訳：梅津 祐良）（1997）『ＭＢＡ人材戦略』日本能率協会マネジメント 
センター 
（20）HR Transformation: Building Human Resources From the Outside In (2009) McGraw-Hill 
Education, デイブ ウルリッチ, ウエイン ブロックバンク, ジョン ヤンガー, マーク ナイマン, ジャ
スティン アレン,(梅津 祐翻訳)（2010）『人事大変革』日本能率協会マネジメントセンター 
（21）Works No.133『人事部の、今、あるべき形」（2015.12） リクルートマークス研究所 
（22）サンフォード・M. ジャコービィ（鈴木 良始、堀 龍二、伊藤 健市翻訳）（2005）『日本の人事部・ア
メリカの人事部―日本企業のコーポレート・ガバナンスと雇用関係 東洋経済新報社 
（23）Works No.135『組織委開発の底力』 （2016.4） リクルートワークス研究所 
（24）日本の人事部（2018）、『日本の人事部 人事白書 2018』 株式会社アイ・キュー 
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っている。戦略人事が重要であるという認識は強いものの、実際に実践できているかに
おいては大きなギャップがあることがうかがえる。また、戦略人事が機能しない理由と
して、「人事部門のリソースの問題」という回答が 54.5%と最も多く、その他、経営陣の
問題や人事部門の位置づけ、人事部門のメンバーの能力の問題という回答が約 43%とな
っている。人事部門は戦略人事として機能しにくい状況となっている要因は、人事部門
のリソースや能力の不足と経営陣や組織における人事部門に対する戦略人事としての
位置づけが定まっていないことが考えられる。 
 
4. 本研究における仮説と研究アプローチ 
本章においては、本研究での研究目的を改めて述べるとともに、本研究での仮説や先
行論文との差異、仮説の検証方法について述べる。 
4.1. 本研究における定義 
 本研究において人事機能の分類や組織パフォーマンス定義する。 
① 基本人事機能：採用、育成、配置・配属、評価、報酬、代謝という人材の入社から
退社までの一連のフローに関わる機能。 
② 戦略人事機能：デイビッド・ウルリッチ教授が提唱した戦略人事の機能から、特に
事業部との関連性が高いビジネスパートナーと組織開発の機能。 
③ 組織パフォーマンス：同業他社と比較した業績とモチベーションの状況。 
 
4.2. 本研究における仮説 
前述したとおり、本研究においては人事部門における人事機能のあり方を把握し、人
事部門がどのように人事機能を担って進化していくのかを検証することを目的とした。
その上で、以下４点を仮説として設定した。 
仮説①：基本人事機能分権化は進展しているのではないか。 
仮説②：戦略人事実践が進むことよって、組織パフォーマンスが期待されるのでは 
ないか。 
仮説③：基本人事機能が分権化されることで、戦略人事機能が進展するのではないか。 
仮説④：基本人事機能が分権化し、戦略人事機能が進展していくことで 
組織パフォーマンスは向上するのではないか。 
仮説検証の方法として独自に実施した人事機能分権化と戦略人事の取り組みに関す
るアンケート調査をもとに、人事機能の分権化や戦略人事の取り組みの現状を分析し、
人事機能分権化の進展や戦略組織の実践の違いとパフォーマンスとの関係性を分析し
た。合わせて、先進的な組織運営をおこなう企業を３社取り上げ、人事部門の責任者・
担当者に対して人事機能の取り組み状況についてインタビューを実施し、事例研究とし
てまとめた。 
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4.3. アンケート調査の概要 
アンケート調査は、以下の概要において実施した。 
【対象者】人事部門の管理職以上 300名 
【実施機関】2018 年 11月 14 日～21 日 
【調査方法】クロスマーケティング社によるアンケートサービスを活用 
【調査項目】 
・業種や従業員規模などの基本情報 
・人事部門の役割認識 
・人事部門を取り巻く環境変化の確認 
・業績やモチベーションの状況 
・採用、育成、評価など人材のフローに沿った伝統的な人事機能の事業部への分権化 
・HR Transformationにおける４つの機能に関する人事部門の実践度 
なお、調査項目の全体像は以下と設定した。 
図表 10 アンケート調査項目 
 
分類 内容
業種
従業員数
社歴
業績の状況
モチベーションの状況
戦略パートナー、変革のエージェント、
従業員チャンピオン、管理エキスパートでの取り組み度採用、教育、配置、評価、退社、労務で重要度が高いもの
環境変化 これからの人事部門の役割の見直しに影響を与えると思う事項
人材採用要件の設定や選考プロセス
人材育成施策の企画、運用
人材の配置や配属（異動）の調整、決定
昇進や昇格など、人事評価プロセス
給料やインセンティブなど報酬分配の調整、決定
退職や異動などによる組織の新陳代謝
面接の調整などの採用業務に関する事務運営
給与計算や支給、福利厚生制度の企画、運用
勤怠や労務の管理
階層別研修の企画、開発、実施
人事・労務に関するリスク・コンプライアンス管理
事業計画の立案
事業戦略推進に向けた意思決定の支援
事業戦略に必要な人材の採用や育成、適材適所の実現
事業部従業員の相談窓口やキャリアアドバイス
経営人材のサクセッションプランの管理
事業部における人事施策の運用・ＫＰＩ管理
定量的なデータを活用したマネジメントの支援
経営理念やビジョン、方針の共有、浸透
従業員の意見を聞き、経営層に伝える取り組み
組織間の連携促進や社内コミュニケーションの活性化
失敗の奨励やナレッジ共有など、組織の学習能力の向上
人事部門の形態 日本企業本社人事、日本企業事業部人事、外資系企業人事
人事の役割
基本項目
組織パフォーマンス
分権化
アウトソーシングの実
施度
ビジネスパートナーと
しての関与度
センターオブエクセレ
ントの関与度
組織開発の関与度
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4.4. インタビュー調査の概要 
 人事部門責任者への取材は、ＥＣサイト運営スタートアップ企業、大手インターネッ
ト企業と大手製造業の３社に対して、基本人事機能分権化の進展と戦略人事としてビジ
ネスパートナーや組織開発に対する人事部門の実践状況ついてインタビューを実施し、
アンケート調査を補完するものとして実施した。 
 
4.5. 先行研究との差異 
先行研究では、人事機能とＨＲポリシーとの相互作用を通じて、組織パフォーマンス
に与える影響を、米国の事業所データを用いて統計的に分析（26）をおこなっている。 
本研究は、国内企業を対象にした人事の分権化と戦略人事の実践度の二つの側面と組
織パフォーマンスとの関係性について定量的な分析をおこなった。また、人事部門の責
任者や担当者から人事機能の分権化や戦略人事の取り組み状況に関するインタビュー
を実施して事例研究による検証を試みている。 
つまり、本研究の独自性と新規性は、以下の２点である。１つが人事機能分権化と戦
略人事実践という観点と組織パフォ－マンスについての関係性について言及している
こと。2つ目が日本企業を対象にしたアンケート調査による定量的な分析とインタビュ
ーによる定性分析の二つの側面から分析して考察を深めていくことである。 
 
5. 基本人事機能分権化と戦略人事機能実践分析 ～調査アンケートから～ 
 本章においては、調査アンケート結果と分析について述べたい。 
5.1. 本アンケートにおける尺度の意味 
① 基本人事機能分権化 
基本人事機能については、人事部門から事業部門に分権化の状況を５段階で示し、ポイ
ントが高いほど分権化が進んでいることを示している。 
① 戦略人事機能実践 
戦略人事への実践度を各項目４段階で示し、ポイントが高いほど実践度が高いことを示
している。 
② センター・オブ・エクセレンス 
人事に関する個別課題に特化したソリューションを提供する機能。実践度を各項目４段
階で示し、ポイントが高いほど実践度が高いことを示している。 
④外部化： 
給与計算や勤怠管理などのオペレーション業務の外部活用度を示している。３段階で示
しており、ポイントが高い方が外部を活用していることを示している。 
➄組織パフォーマンス 
業績とモチベーションの状況については、双方とも業界平均や同業他社と比較した状況
を５段階で回答を得た。業種や市況の違いを極力排除した回答を得るようにした。 
 
 
                                                     
（26）島貫智行（2014） 『人材マネジメントの分権化と組織パフォーマンス』  
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5.2. 基本人事機能分権化の進展度 
基本人事機能の分権化進展度について分析をおこなった。結果は図表 10 となった。
各機能を比べると、配置の分権化が 2.54 と最も高く分権化が進展しており、報酬の分
権化度は 2.01と最も低い結果となった。 
各機能間の相関係数は 0.4 から 0.7 となり、各機能は一定の相関を持ちながら分権化
を進めていることが分かった。 
各機能によって分権化度の進展に差はみられるが、全体として分権化をしている企業
の割合は 10%から 20%となっており、全体として基本人事機能の分権化はまだ進展して
いないと考えられる。 
図表 11 基本人事機能の進展度 
  
従業員規模別でみると、図表 11 となった。従業員規模が小さいほど基本人事機能は
分権化しており、従業員規模が大きくなるほど徐々に基本人事機能の集権化が進み、
「3,000名以上 10,000名」では分権化が 2.07と最も集権化している。一方で、「10,000
名以上」では基本人事機能の分権化が進展していることが分かる。従業員が増加すると
集権化が進み、一定の規模を超えると分権化に転じる傾向があることがうかがえる。 
図表 12 従業員規模別基本人事機能の分権化 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.3. 組織パフォーマンスと人事機能との関係性 
本節では、組織パフォーマンスと人事部門が担う人事機能のあり方との関連性の分析
をおこなう。業績も高くモチベーションも高い企業群と業績が低くモチベーションも低
い企業群で、それぞれの人事の状況について比較分析をおこなった。 
結果は図表 12 の通りとなった。基本人事機能の分権化については、高業績・高モチ
従業員規模 基本人事機能の分権化度
300名未満 2.35
300名以上1,000名未満 2.25
1,000名以上3,000名未満 2.27
3,000名以上10,000名未満 2.07
10,000名以上 2.39
分権化の
機能名 採用 育成 配置 評価 報酬 代謝 割合
採用 2.15 0.07 2 1 1.14 1.29 1 - - - - - 10.30%
育成 2.37 0.07 2 1 1.19 1.42 0.6 1 - - - - 14.70%
配置 2.54 0.07 3 3 1.23 1.51 0.57 0.56 1 - - - 20.00%
評価 2.27 0.07 2 1 1.2 1.44 0.52 0.48 0.58 1 - - 14.30%
報酬 2.01 0.07 2 1 1.19 1.42 0.53 0.49 0.57 0.7 1 - 11.70%
代謝 2.29 0.07 2 1 1.18 1.4 0.47 0.53 0.66 0.63 0.62 1 15.00%
平均
(5段階)
相関標準
誤差
中央
値
最頻
値
標準
偏差
分散
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ベーション企業群は低業績・低モチベーション企業群と比べて 0.11 ポイント低い結果
となり、有意差は見られなかった。 
一方、戦略人事機能に関しては、高業績・高モチベーション企業群は低業績・低モチ
ベーション企業群と比べて、ビジネスパートナーでは 0.62ポイント、組織開発では 0.84
ポイント高い結果となり、有意な差が見られた。その他センター・オブ・エクセレンス
やオペレーションの外部化においても同様の結果となった。 
つまり、基本人事機能分権化の進展度合いは、高業績・高モチベーション企業と低業
績・低モチベーション企業との間に有意な差はない。一方、戦略人事機能の実践度やセ
ンター・オブ・エクセレンス、オペレーションの外部化においては、高業績・高モチベ
ーション企業群は低業績・低モチベーション企業群と高い結果となった。戦略人事機能
の実践度が高いことが高業績・高モチベーションには関連性があることがうかがえる。 
図表 13 高業績・高モチベーション企業と低業績・低モチベーション企業の人事機能 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.4.  基本人事機能分権化影響の検証 
基本人事機能を分権化の影響について検証する。基本人事機能が分権化している企業
群と集権化している企業群の組織パフォーマンスを比べると、図表 13 となった。業績
もモチベーションもほぼ同水準であり、有意な差は見られなかった。 
図表 14 基本人事機能分権化企業群と基本人事機能集権化の組織パフォーマンス差異 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.23 3.04
3.26 3.13
0.00
1.00
2.00
3.00
4.00
5.00
業績平均 モチベーション平均
基本人事機能分権化企業群 基本人事機能集権化企業群
平均 分散 平均 分散
5 2.321 0.804 2.429 1.025 -0.415
ビジネス
パートナー
4 3.214 0.401 2.592 1.106 2.429 **
組織開発 4 3.223 0.504 2.382 1.260 3.062 ***
4 3.145 0.415 2.316 0.994 3.392 ***
3 1.335 0.117 1.189 0.069 1.913 **
*p＜0.1, **p＜0.05,p***＜0.01
高業績・高モチベーション
企業群
低業績・低モチベーション
企業群段階 ｔ検定項目
基本人事機能の分権化　
戦略人事機能の
実践度
センターオブエクセレンスの
実施度
オペレーションの外部化
進展度
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 図表 15 業績、モチベーションの高低別基本人事機能の分権化度 
一方、業績が高い企業群と業績が低い企業において、基本人事機能の分権化度を比
較した結果が図表 14 である。いずれの機能も有意な差は見られず、業績の高さと基本
人事機能の分権化の関係性は乏しいと考えられる。モチベーションの高い企業群と低い
企業群における基本人事機能の分権化度を比較した結果も業績と同様、どの機能も有意
な差は見られず、全体的に見ればモチベーションの高さと基本人事機能の分権化度には
関係性が乏しいと考えられる。 
 次に戦略人事機能への実践度が高い企業群において、基本人事機能の分権度合いと組
織パフォーマスの違いを比較した結果が図表 15 である。業績が高い企業群の基本人事
機能分権化の全体平均は 2.21 となり、業績が低い企業群の基本人事機能分権化の全体
平均は 1.64 となっている。全ての項目において、業績が低い企業群よりも業績が高い
企業群の方が、基本人事機能の分権化を進めていることがうかがえる。特に「採用」や
「評価」、「報酬」、「代謝」において有意な差が見られた。 
また、モチベーションが高い企業群における基本人事機能の分権化全体平均 2.23 とな
り、モチベーションが低い企業群における基本人事機能の分権化全体平均は 1.80 とな
った。業績同様、全ての項目にいて特にモチベーションが高い企業群より、モチベーシ
ョンが低い企業群の方が基本人事機能の分権化を進めている。特に「報酬」や「代謝」
において有意な差が見られる一方、「育成」では差異が最も小さい。 
つまり、戦略人事機能に対する人事部門の実践が高い状況にいては、業績、モチベー
ションともに高い企業の方が、低い企業よりも基本人事機能の分権化を進めていること
が考えられる。 
図表 16 戦略人事機能への実践度が高い企業群における業績とモチベーション別基本
人事機能分権化比較 
  
 
高い
（n=62）
低い
(n=13)
ｔ値
高い
（n=54）
低い
(n=19)
ｔ値
採用 2.19 1.46 2.68 ** 2.15 1.84 1.17
育成 2.32 2.00 1.03 2.20 2.16 0.16
配置 2.42 2.00 1.18 2.50 2.05 1.41
評価 2.06 1.54 2.03 * 2.22 1.84 1.30
報酬 1.98 1.46 1.74 * 2.07 1.32 3.79 ***
代謝 2.26 1.38 3.44 *** 2.22 1.58 2.60 **
全体 2.21 1.64 2.50 ** 2.23 1.80 2.16 **
業績 モチベーション
高い
（n=104）
低い
(n=34)
ｔ値
高い
（n=81）
低い
(n=37)
ｔ値
採用 2.21 2.26 -0.21 2.09 2.38 -1.37
育成 2.41 2.35 0.25 2.33 2.43 -0.41
配置 2.52 2.88 -1.37 2.52 2.72 -0.85
評価 2.17 2.24 -0.28 2.28 2.30 -0.06
報酬 2.02 1.91 0.46 2.01 1.87 0.63
代謝 2.40 2.26 0.55 2.41 2.28 0.55
全体 2.29 2.32 -0.15 2.27 2.33 -0.31
*p＜0.1, **p＜0.05,p***＜0.01
業績 モチベーション
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戦略人事の実践度が低い企業群で見ると、結果は図表 16 となった。基本人事機能の
分権化全体平均は、業績が高い企業群の 2，41、業績が低い企業群は 2.74 となった。全
ての項目において、業績が高いグループよりも業績が低いグループの方が基本人事機能
の分権化を進めている傾向があるが有意な差とはならなかったが、各機能別でみると
「配置・配属」では有意な差が表れ、適材適所が業績に関連することがうかがえる。 
また、モチベーションが高い企業群における基本人事機能の分権化全体平均 2.36 と
なり、モチベーションが低い企業群における基本人事機能の分権化全体平均は 2.69 と
なった。業績同様、全ての項目にいて特にモチベーションが高い企業群より、モチベー
ションが低い企業群の方が基本人事機能の分権化を度合いは高い傾向となったが、有意
な差は見られなかったが、各機能別でみると「採用」や「配置・配属」においては特に
有意な差が見られた。 
戦略人事機能に対する人事部門の実践度が低い状況においては、業績、モチベーショ
ンともに低い企業の方が、高い企業よりも基本人事機能の分権化を進めていることがわ
かった。 
図表 17 戦略人事機能への実践度が低い企業群における業績とモチベーション別基本
人事機能分権化比較 
   
以上の結果より、基本人事機能の分権化には正の影響と負に影響があることが考えら
れる。基本機能の分権化の影響については、先行論文（27）では、人事機能の分権化はＨ
Ｒポリシーとの相互作用において正の影響と負の影響があることを明らかにした。本研
究においては、人事部門の戦略人事機能への実践度が高い状況では、基本人事機能の分
権化は業績とモチベーションに正の関係があり、戦略人事機能への実践度が低い状況に
おいては基本人事機能の分権化は業績とモチベーションに負の影響があると考えられ
る。 
 
5.5. 戦略人事機能実践状況の検証 
次に戦略人事機能への実践状況について検証する。従業員規模別の戦略人事への実践
度は図表 17となった。全体的にビジネスパートナーの実践度は組織開発と比べて高い。
また、従業員規模の大小による戦略人事機能への実践度の傾向の大きな違いは見られな
かった。 
                                                     
（27） 島貫智行（2009) 『人材マネジメントの分権化と組織パフォーマンス」 
高い
（n=42）
低い
(n=21)
ｔ値
高い
（n=27）
低い
(n=28)
ｔ値
採用 2.24 2.76 -1.52 1.96 2.75 -2.41 **
育成 2.55 2.57 -0.07 2.59 2.61 -0.04
配置 2.67 3.43 -2.31 ** 2.56 3.18 -1.90 *
評価 2.33 2.67 -1.14 2.41 2.61 -0.57
報酬 2.07 2.19 -0.36 1.89 2.25 -1.06
代謝 2.62 2.81 -0.57 2.78 2.75 0.08
全体 2.41 2.74 -1.33 2.36 2.69 -1.23
*p＜0.1, **p＜0.05,p***＜0.01
業績 モチベーション
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図表 18 従業員規模別戦略人事機能への実践度 
 
 
 
 
 
 
 組織パフォーマンス別の戦略人事機能の実践度を分析すると図表 18 の結果となった。
業績が高い企業は、業績が低い企業と比べてビジネスパートトナーや組織開発に対して
の実践度が高く、平均値の差も有意な結果となった。一方、モチベーションが高い企業
は、低い企業と比べて「事業計画の立案」、「適材適所の実現」、「キャリア支援」、「ビジ
ョン浸透、共有」、「意見収集、傾聴」、「ナレッジ共有」、「組織間連携」については、有
意な差が見られた。業績、モチベーションの高い企業群は、戦略人事機能への実践度が
高いことが分かった。 
図表 19 業績、モチベーションの高低別戦略人事機能への実践度 
 
 
  
次に戦略人事機能の実践度の違いによる基本人事機能の分権化状況について検証す
る。戦略人事機能への実践度が低い企業群において、基本人事機能分権化と組織パフォ
ーマスの違いを比較した結果が図表 19となった。 
戦略人事機能への実践度が高い企業群は、基本人事機能の分権化が 2.09 に対して、
実践度の低い企業群の基本人事機能の分権化は 2.48 で有意な差となり、機能ごとでも
全て有意な差となった。戦略人事を実践している企業は基本人事機能の分権化を進めて
いるという実態は見られなかった。 
 
ビジネスパートナー
高い
（n=104）
低い
(n=34)
ｔ値
高い
（n=81）
低い
(n=37)
ｔ値
事業計画立案 3.14 2.56 2.70 *** 3.11 2.74 1.91 *
意思決定の支援 3.02 2.50 2.46 ** 3.05 2.77 1.53
適材適所の実現 3.41 2.85 2.68 ** 3.52 2.98 3.13 ***
キャリア支援 3.17 2.65 2.42 ** 3.28 2.64 3.50 ***
全体 3.19 2.64 2.94 *** 3.24 2.78 2.87 ***
*p＜0.1, **p＜0.05,p***＜0.01
組織開発
高い
（n=104）
低い
(n=34)
ｔ値
高い
（n=81）
低い
(n=47)
ｔ値
ビジョン浸透、共有 3.05 2.53 2.31 ** 3.07 2.66 2.17 **
意見収集、傾聴 3.19 2.71 2.16 ** 3.37 2.70 3.46 ***
ナレッジ共有 3.01 2.35 2.94 *** 3.09 2.28 4.12 ***
組織間連携 3.15 2.56 2.68 ** 3.31 2.68 3.32 **
全体 3.10 2.54 2.80 *** 3.21 2.58 3.76 ***
*p＜0.1, **p＜0.05,p***＜0.01
業績 モチベーション
業績 モチベーション
従業員規模 ビジネスパートナー 組織開発
300名未満 3.13 2.24
300名以上1,000名未満 3.11 2.28
1,000名以上3,000名未満 2.95 2.10
3,000名以上10,000名未満 3.09 2.18
10,000名以上 3.09 2.25
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図表 20 戦略人事機能への実践度の違いと基本人事機能の分権化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.6. 基本人事機能と戦略人事機能による考察 
 本節では、本人事機能分権化と戦略人事機能実践度の２つの側面から分析する。基本
人事機能分権化と戦略人事機能実践度の相関は図表 20 となった。基本人事機能分権化
と戦略人事実践度は一定の負の相関があることが分かった。基本人事機能の分権度が高
まると、戦略人事機能実践度は低下する一定の負の関係性があることが分かった。 
図表 21 基本人事機能分権化と戦略人事機能実践度の相関 
 
 
 
 
 
 
 
次に基本人事機能分権化と戦略人事実践度で人事部門を分類して分析する。基本人事
機能を分権化しておらず、戦略人事機能は実践している人事部を「集権型人事部」、基
本人事機能を分権化しており、戦略人事機能に実践している人事部を「戦略機能専従型
人事部」、基本人事機能を分権化しておらず、戦略人事機能に実践していない人事部を
「基本機能専従型人事部」、基本人事機能を分権化しており、戦略人事機能を実践して
いない人事部を「分散型人事部」と定義して分析を進める。 
図表 22 基本人事機能の分権化×戦略人事機能の実践度による人事機能形態別人事部
カテゴリー 
  
 
 
 
 
 
 
低い 高い
集
権
化
基本機能専従型
人事部
集権型
人事部
分
権
化
分散型
人事部
戦略機能専従型
人事部
基
本
的
人
事
機
能
戦略的人事機能の関与度
基本人事機能
分権化
ビジネス
パートナー
組織
開発
1.00 - -
ビジネスパートナー -0.32 1.00 -
組織開発 -0.25 0.79 1.00
基本人事機能分権化
戦略人事機能
高い企業群
（n=161）
低い企業群
（n=139）
t値
採用 2.01 2.31 -2.24 **
育成 2.22 2.53 -2.23 **
配置 2.34 2.78 -3.10 ***
評価 2.09 2.47 -2.82 **
報酬 1.85 2.20 -2.54 **
代謝 2.02 2.60 -4.37 ***
全体 2.09 2.48 -3.63 **
　　　　*p＜0.1, **p＜0.05,p***＜0.01
戦略人事への実践度
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図表 20の人事機能形態別人事部ごとで組織パフォーマンスの平均値をとると図表 22 
及び図表 23の結果となった。業績が高い順に、「戦略機能専従型人事部」、「集権型人事
部」、「基本機能専従型人事部」、「分散型人事部」となった。「戦略機能専従型人事部」
と「集権型人事」、「集権型人事部」と「基本機能専従型人事部」とは有意な差は見られ
なかった。一方、「基本機能専従型人事部」と「分散型人事部」の間においては、有意
な差が見られた。 
 モチベーションが高い順は業績同様、「戦略機能専従型人事部」、「集権型人事部」、「基
本機能専従型人事部」、「分散型人事部」となった。「戦略機能専従型人事部」と「集権
型人事」とは有意な差は見られなかった。一方、「集権型人事部」と「基本機能専従型
人事部」、「基本機能専従型人事部」と「分散型人事部」それぞれの間においては、有意
な差が見られた。業績と比べてモチベーションの方が、戦略人事機能の実践の有無によ
る差が大きいと考えられる。 
 最も業績、モチベーションともに高い人事機能形態は、基本人事機能を分権化し、戦
略人事機能を実践している「戦略機能専従型人事部」となった。一方、「戦略機能専従
型人事部」と「集権型人事部」とでは有意な差はないため、業種や社歴、従業員規模な
ど別の要素によってどちらの形態が最も適しているかは異なってくると考えられる。 
図表 23 人事部カテゴリー別組織パフォーマンス 
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図表 24 各カテゴリー間の t検定 
 
 
次に、人事機能形態のマトリクスを用いて、各データにおいて分権化を１、集権化を
-1、戦略人事機能実践を 1、戦略人事機能非実践を-1として、（例：集権型人事部：（1,1） 
分散型人事部：（-1.-1））各項目の平均値を算出してプロットした分析をおこなう。 
 まず社歴別のプロットは図表 23となった。「5年未満」は「集権型人事部」にプロッ
トされているが、「5 年以上 10 年未満」、「10 年以上 20 年未満」は「基本機能専従型人
事部」にプロットされ、「20 年以上 30 年未満」、「30 年以上」においては再び「集権型
人事部」に戻ってくる。創業当初は体制も整わない中で人事部門（創業間のない場合は
人事担当）が、全ての機能を集権的に実践していると思われる。5 年から 20 年ごろま
では成長フェーズとなり、事業の成長していくなかで戦略人事機能の実践度を下げて、
基本機能の集権度を高めていると考えられる。社歴が 20 年を過ぎる企業は旧来の集権
的な人事部門体制の中で成長を遂げ、現在は安定フェーズとなった結果「集権型人事部」
にプロットされていると考えられる。 
図表 25 社歴別人事機能形態プロット 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
基本機能専従型人事部 集権型人事部
業績平均 3.20 3.31 -1.14
モチベーション平均 2.99 3.22 -2.43 **
集権型人事部 戦略機能専従型人事部
業績平均 3.31 3.53 -1.59
モチベーション平均 3.22 3.36 -0.96
戦略機能専従型人事部 分散型人事部
業績平均 3.53 2.91 3.08 ***
モチベーション平均 3.36 2.70 3.41 ***
分散型人事部 基本機能専従型人事部
業績平均 2.91 3.20 1.65
モチベーション平均 2.70 2.99 1.80 *
ｔ値
ｔ値
ｔ値
ｔ値
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 次に従業員規模別のプロットは図表 23 となった。「300 名未満」、「300 名以上 1,000
名未満」は「集権型人事部」にプロットされているが、「1,000 名以上 3,000 名未満」、
「3,000名以上 10,000名未満」は「基本機能専従型人事部」にプロットされ、「10,000
名以上」においては再び「集権型人事部」に戻ってくる。従業員規模が 1,000 名未満ま
では人事機能を集権的に運営していくことで効率的な人事機能の運用が可能となるが、
1,000名を超えてくると人事部門が基本機能の集権度を高めて効率的な人事機能の運用
をおこなうようになると推察される。10,000 名を超えてくると事業領域が広がり、事
業ごとに人材面での事業推進サポートやリーダー人材育成に人事部門が関与していく
と考えられる。 
 
図表 26 従業員規模別人事機能形態プロット 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
業種ごとでみると図表 26となった。製造業でも素材や食品などでは「集権型人事部」
に分類され、戦略人事の実践度が高い。一方、機械・電気は「戦略機能専従型人事部」
に分類され、戦略人事の実践度が低い。素材や食品は機械・電気と比べて製品数も多岐
に渡り、プロセスも細分化されていることから、人事部門がビジネスパートナーや組織
開発に関与していくことが求められていると推察される。 
また、商社やサービス業は「集権型人事部」に分類されている。これは、労働集約の
側面が強く、差別化要因として人材が大きく関連していることから、モチベーションの
向上やコミュニケーション活性化が業績に直結するため、戦略人事推進を誘引するメカ
ニズムが働いていると考えられる。一方、運輸・通信や小売・流通は、「基本機能専従
型人事部」に分類されている。これは、オペレーションの側面が強く、戦略人事の推進
を誘引するメカ二ズムが弱いと推察される。 
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図表 27 業種規模別人事機能形態プロット 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上、人事機能形態を４つのタイプに分けて、それぞれの属性から考察をおこなった。 
大きな方向性として戦略人事機能の推進は求められるが、事業の特性や組織の状況によ
って推進を誘引するメカニズムは異なってくると考えられる。 
 
5.7. 分析結果から仮説検証 
本節では、前節までの結果から、仮説検証をおこなう。 
仮説①：基本人事分権化は進展しているのではないか。 
仮説検証①：基本人事機能の現場への権限委譲は全体で 10～20%となっており、 
先行調査と大きな差異がなく、未だ進展してないと考えられる。 
仮説②：戦略人事実践が進むことよって、組織パフォーマンスが期待されるのではない
か。 
 仮説検証②：戦略人事機能への実践度が高いと組織パフォーマンスが高い傾向にある
ことが分かった。 
仮説③：基本人事機能が分権化されることで、戦略人事機能が進展するのではないか。 
仮説検証③：基本人事機能分権化と戦略人事実践は弱い負の相関があり、基本人事  
機能の分権化が進むことが戦略人事機能の実践度を高めていくという関連性は見ら 
れないことが分かった。 
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仮説④：基本人事機能が分権化し、戦略人事機能が進展していくことで組織パフォーマ
ンスは向上するのではないか。 
 仮説検証④：戦略人事機能の実践度が高い企業は、基本人事機能の分権化が進展して 
 いる場合は組織パフォーマンスが高い。逆に戦略人事機能への実践度が低い場合は、
基本人事機能の分権化が進展している企業が業績やモチベーションが低い。つまり、
戦略人事機能の実践度が高いと業績やモチベーションに正の影響を与えるが、基本人
事機能の分権化は、戦略的人事機能の実践度が高い場合に正の影響を与えるが、戦略
人事機能の実践度が低い場合には負の影響を与えていることが分かった。 
 
6. 先進企業事例研究 
次にアンケート調査の分析から得られた結果と考察を踏まえて、各社の戦略人事機能
の取り組みと基本人事機能の分権化の状況を演繹的に検証することを目的として以下
３社の事例研究を進めたい。 
6.1. ＥＣサイト運営スタートアップ企業Ａ社の事例研究 
（会社概要） 
従業員数：100名未満      創業年数：10 年～15年 
事業内容：ＥＣサイトの運営 
（人事部門の役割） 
① 戦略的人事機能に注力 
 ＨＲチームの主な役割は、組織開発。対話型のワークショップをやっている。経営チ
ームに対してはという率直な意見を言う場やクレドについて話しあう場を設けている。 
また、毎月、ＨＲチームと事業部リーダーが事業部の課題について話し合い、課題解決
に向けた打ち手の共有をおこなっている。それぞれの事業毎にＨＲ担当が付き、各事業
の戦略に沿ってＨＲチームの取り組み施策を柔軟に変更している。事業ごとに採用戦略
を考えている。 
② 基本人事機能は分権化 
人材採用においては最終の入社可否判断は現状代表がおこなうが、事業部主体で人員
計画を決めて、求める人物像の設定から採用媒体、途中の面接まで実施している。評価
制度は全社共通で各事業部で目標設定をして半年ごとに評価しているが、各事業のリー
ダーが最終評価を合議する。また、多面評価を実施しており、自身が連携する人から定
性的なコメントを集めて本人にフィードバックしている。コメントの内容はメンバーの
合意があれば全てオープンにして、率直にフィードバックし合って、育成に繋げる文化
を作り上げている。異動については、特別な場合を除きＨＲチームに異動権がない。本
人がやりたいかどうか。受け入れ先がＯＫなら異動が可能で、直属の上司も止める権利
はない。各事業部リーダーが自事業部の魅力付けしていくことが求められる。ＨＲチー
ムは事業部の事業を理解し、事業部のビジョン実現に向けた組織開発すべてに関わり、
事業部が自律自走するための遊軍となることが求められる。 
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6.2. 大手インターネット企業Ｂ社の事例研究 
（会社概要） 
従業員数：3,000 名～5,000 名     創業年数：20年～30年 
事業内容：インターネット広告事業等 
（人事部門の役割） 
① 戦略人事機能に注力 
人事部の役割を会社と現場の社内活性化機関と定めて、あらゆる意見を理解し、全て
を活かすことに注力。採用、育成、活性化、企業文化、適材適所。重要なことは、一番
は褒める文化の醸成。グループ総会で半年に一回、複数名を全社員が集まる前で表彰し、
業績だけではなく人柄に対しても賞賛するようにしている。また、部署内の交流を促す
ために、懇親会費用を支給したり、部署横断の交流を目的として部活動を支援したりし
ている。これらによって、社内の情報交流がスムーズになり、トラブルが明らかに減っ
た。 
② 基本人事機能は集権から一部分権化している 
これまで新卒採用は人事部中心、中途採用は現場中心で実施していた。昨今、「もっ
と優秀な人材を採用して欲しい」という現場の要望から、新卒採用も現場の社員が目標
数を持って採用活動をおこなっている。全社員で採用をしていくという方針が浸透して
おり、求める人物像も共有されている。採用戦略は各事業部が企画し、人事はディレク
ションの役割を担っている。育成については現場主導でおこなっている。人事部は、社
員の挑戦の機会を提供し、育成機会をどう提供していくのかを企画している。配置や異
動については、経営陣に対して事業成長に必要な人材を定期的にヒアリングする一方で、
社員とも面談をしていてどのようなキャリアを考えているのかをきく。それを人事部主
導でマッチングさせて、配置転換をおこなっている。それ以外は、自己申告での異動も
おこなったり、各現場内での適宜、異動がおこなったりしている。評価や報酬の決定は、
人事部主導で進めているが、今後、優秀人材の確保に向けて、報酬体系の構築を考えて
いる。 
 
6.3. 大手製造業Ｃ社の事例研究 
（会社概要） 
従業員数：［連結］30,000 名以上 ［連結］10,000 名以上 創業年数：50 年以上 
事業内容： 機械・電機製造・販売 
（人事部門の役割） 
① 戦略的人事機能に注力 
経営理念を策定し全世界で共有している。浸透策は本社人事が主導で本社研修所を中
心におこない、統一化されている。エンゲージメント向上、組織活性化なども本社人事
主体に進めている。実際の活動は事業部人事で執りおこなうことになるが、本社人事は
理念やエンゲージメント、社内規定管理や運用方法の最終決定をおこない、事業部人事
はビジネスをみるという役割分担である。適材適所やリテンション、人員の配置などは、
事業部人事が執りおこなっている。事業部内でナレッジの共有などの取り組みもや成功
事例の発表会などは部門の中でおこない、ナレッジの還流を起こしている。 
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② 基本人事機能は分権化 
人事の基本ポリシーは地方分権を進めている。任せることでモチベーションも繋がり、
経営理念が根付けば優秀な人材も育つと考えている。採用は、事業部が採用要件の設定
と採用選考は事業部が進めている。評価は本社がガイドライン決めていており、運用自
体は事業部側に任されている。育成は事業部ごとに教育部署が設置され、専門スキルを
高める育成施策はおこなっている。配置は一定層以下に関しては事業部で全て決め、事
業部を跨ぐ配置に関しては部門間で協議し決定する。上位管理職の配置転換に関しては
本社によって管理されている。各部門が人材を抱え込むという印象はなく、部門間で合
意すれば異動できる仕組みとなっている。退社の仕組みは設けておらず、積極的な退社
の運用はおこなっていない。全体的に本社がガイドライン内であれば事業部が裁量を持
てるようになっており、分権化が進んでいる。 
  
6.4. 事例研究小括 
 事例研究では、アンケート調査の分析から得られた結果と考察を踏まえて、各社の戦
略人事機能の取り組みと基本人事機能の分権化の状況お演繹的に検証することを目的
とした。 
 ＥＣサイト運営スタートアップ企業Ａ社は、人事部門の役割を組織開発と定義し、ク
レドの浸透やオープンな組織文化作りに注力している。加えて、現場の人事的な側面の
事業推進をサポートするビジネスパートナーとしての役割にも注力し、基本人事機能は
ある程度ガイドラインを決めているものの、現場での運用に分権化されており、「戦略
機能専従型人事部」から「分散型人事部」の位置づけとなるであろう。 
 また、大手インターネット企業Ｂ社は、人事部門の役割を社内活性化機関と定めて、
組織活性化や組織風土作りに注力している。加えて、人事情報の収集に努めて、適材適
所や育成機会の創出を重視している。採用については現場に分権化して、全社で採用活
動にコミットさせている。また、配置を人事部門主導で進め、適材適所に尽力している。
評価や報酬などの機能は一部集権的な体制をとっており、「集権型人事部」から「戦略
機能専従型人事部」の位置づけであると考えられる。 
 大手製造業Ｃ社においては、本社人事が全社的な計数管理や幹部人材の管理のほか、
理念の浸透や組織活性化に注力し、事業人事と事業部トップに採用から育成、配置や報
酬の機能は分権化されている。事業部に裁量を与えることでリテンションやモチベーシ
ョンに繋げている。「戦略機能専従型人事部」の位置づけであると考えられる。 
 ３社が共通していることは、人事部門が戦略人事機能に注力し、特に組織開発をベー
スにしてビジネスパートナーとしての役割に注力している。基本人事機能については分
権化の方向性は一致しているものの、事業や組織の状況に合わせて対応を柔軟に対応さ
せていることがうかがえる。こういた事象は、アンケート調査の分析結果と考察とも整
合性が確認できた。 
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7. 考察と結論 
7.1. 考察 
今回の研究で、戦略人事機能への実践度が高い企業は、基本人事機能の分権化度合い
に関わらず、業績やモチベーションが高く有意な差があることが確認できた。特にモチ
ベーションの差は大きく、「適材適所の実現」、「キャリア支援」、「ビジョンの浸透」、「意
見収集、傾聴」、「ナレッジ共有」、「組織間連携」などの取り組みによってモチベーショ
ンが高め、業績を向上させていることが考えられる 
また、基本人事機能の分権化によって、組織の業績やモチベーションには正の影響と
負の影響があることが分かった。これは、基本人事機能の分権化には、先行研究の結論
とも符合する。正の影響として、基本人事機能が現場に分権化されることによって、現
場とのミスマッチの少なく、適材適所の採用や配置をおこなうことができ、目標設定や
目標達成に必要な人材の育成、業績や成果に対する納得感のある評価や報酬の決定がお
こなうことができる。また、現場の自律性やコミットメントを高め、結果として業績や
モチベーションが高まっていくと考えられる。一方、負の影響として、現場の管理負荷
が高まることで、本来期待される業務遂行や戦略推進に注力することが出来なくなる。
また、現場に権限が委譲されると、短期的な成果に邁進し、暴走する可能性もある。結
果として、業績やモチベーションを低下させることになる。 
戦略人事機能と基本人事機能の関係性をみると、戦略人事機能への実践度が高い状況
において基本人事機能を分権化させた場合、業績やモチベーションに対して分権化の正
の影響が現れる。しかし、戦略人事機能への実践度が低い状況において基本人事機能の
分権化を進めると、業績やモチベーションに対して分権化の負の影響が現れてしまう。
これは、戦略人事機能による現場内や現場と経営層との間で、共通理解や情報の蓄積、
情緒的相互作用など場のマネジメントが機能していない状況で、基本人事機能が分権化
されることで現場にとっては負担感ややらされ感が生じてしまうためであると考える。 
業績やモチベーションを高めるためには、基本人事機能の分権化を進める前に戦略人
事機能への実践度を高めることが重要である。つまり、「基本機能専従型人事部」から
「集権型人事部」、そして「戦略機能専従型人事部」へと変化していくことが求められ
るであろう。こうした動きは、事例として取り上げた先進的な企業において確認するこ
とができた。両社ともに、人事部門の主な役割を文化や風土づくりをおこなう組織開発
やビジネスパートナーなど戦略機能に注力しており、その上で、採用や育成などの基本
機能の分権化は、事業や組織の状況に応じて、その度合いを変化させていることが分か
った。 
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7.2.  結論 
少子高齢化による労働人口減少、働き方や働く価値観の多様化の進展によってこれま
での画一的な人事機能を担う人事部門では企業成長を描けなくなる。また、ＨＲテクノ
ロジーや人事データを活用が進展することで、人事情報が蓄積され、タイムリーに活用
できるようになることで、基本機能の分権化が戦略機能への実践に対する障壁は低くな
っていくと考えられる。こうした環境変化に後押しされ、人事部門は戦略人事機能の必
要性が増し、基本人事機能の分権化が求められていくであろう。 
しかし本研究においては、戦略人事機能が進展している場合には人事機能の分権化は
正の影響があり、進展していない場合には負の影響があることが確認できた。つまり、
戦略人事機能に人事部が実践していくことが重要であり、人事機能の分権化は事業や組
織の状況を見ながら進めていくことが求められるであろう。 
こうした人事部門の改革は概ね想定された方向へ進んでいるものの、依然として企業
間のバラツキが大きく、これまで多くの人事部門が集権化して内向きに発展しきたため、
戦略人事の能力不足や現場との関係性が低いことにより、半数近くの企業は戦略人事実
践を強められていない。 
今回の研究成果をもとに示唆を整理すると、戦略人事への実践度を高める改革を加速
していくためには、人事部門がまず組織開発の機能を強化し、経営層のビジョンや方針、
財務情報などの経営に関する計数の共有や現場の提案や意見を経営層に伝える取り組
みなどの機能に関与していくことが重要であると考える。それによって、経営層と現場
間、現場内において情報的相互作用（28）が生まれ、場の信頼感が醸成される。経営層にと
ってはアジェンダの共有がされ意思決定の基準や価値観、課題感が共有されるようにな
る。そうした場が形成された上で、人事部門がビジネスパートナーとして効果的に機能
するようになる。人事部門が現場における事業計画の立案や適材適所の配置を支援する
ことが可能となり、現場にとっては管理負荷を減らして業務推進や戦略遂行に注力でき
るようになる。経営層にとっては、適切な現場の情報が蓄積され、事業推進上の意思決
定や的確なリーダー人材の抜擢や選抜をおこなうことができるようになる。基本人事機
能分権化については、組織開発やビジネスパートナーなどの戦略人事が機能している状
態になって、正の影響を促すことができるようになる。経営層にとっては、戦略課題に
注力できるようになり、将来を担う次世代リーダーの育成に取り組むことも可能となる。 
つまり、図表 26 のように人事部門が組織開発の機能強化によって現場での信頼感を
醸成し、その上で、人事部門がビジネスパートナーとしての機能に関与することで、は
じめて事業推進の支援をおこなうことができる。次に、効果的な基本人事機能の分権化
を促していく。こうしたプロセスが、人事部門が企業価値向上へ寄与していく存在に進
化していくことに繋がると考える。戦略人事機能の中で、組織開発機能強化をおこない、
次にビジネスパートナー機能の強化をおこなう。その上で、基本人事機能を分権化して
いくことが人事部門進化の方向性であると考える。ただし、基本機能の分権化は事業規
模や組織の状況、事業領域や顧客の多様性などの事業特性によって、分権化の誘引は異
なってくることを留意していく必要があるであろう。 
                                                     
28 伊丹敬之（1999） 『場のマネジメント－経営の新パラダイム』 ＮＴＴ出版 
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図表 28 人事部門進化の方向性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7.3. 今後の研究課題 
 本研究でおこなったアンケート調査から得たデータや事例研究によって一定の人事
部門の進化の方向性を考察することができた。一方で、これらの調査は人事部門の観点
からみた主観的なデータやインタビュー内容である。そのため、経営層や現場側からの
多面的な観点からの調査ではない。人事部門からの観点ではなく、経営層や現場からみ
た人事機能に対する期待や受け取り方を加えることでより考察が深まるであろう、 
また、アンケート調査は匿名性の高いアンケートであり個別企業を洗い出しているも
のではないため個別企業の財務データと結び付けた客観的な分析には限界がある。経営
層や現場からの多面的なアンケートや財務データ結びつけることで、より深い洞察を得
ることが可能となる。 
 加えて、今回のアンケート調査は人事機能分権化や戦略人事実践と業績やモチベーシ
ョンとの関係性を探ることに留めており、因果の関係性までは言及していない。そのた
め、今後は、人事機能が現場で効果的に影響を与えているかを考察していき、人事機能
の影響と業績やモチベーションの因果の関係性を踏まえて議論が必要となるであろう。 
 つまり、人事機能に関する多面的なデータの収集と分析、財務データなど客観的なデ
ータと結び付けた分析、多くの企業へのインタビューによる定性情報の補完による実証
分析によって、人事機能がどのように進化し、経営や現場に対してどういったインパク
トを与えていくのか、そのメカニズムの究明を今後の研究課題として取り上げたい。 
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7.4. あとがき 
 「世界は、踏み出す人の前にある」、これが平野ゼミの理念である。本研究を通じて、
この理念を体現していくために必要なナレッジ、スキル、マインドを深めていく機会と
なった。これらを今後のキャリアに活かしていきたい。 
 本研究の執筆にあたっては、多くの方々のお力添えをいただいた。担当教官として高
い視座に立って、丁寧な指導をしてくださった早稲田大学大学院経営管理研究科平野正
雄教授。副査の浅羽茂教授をはじめ、様々な講義において多く知見と気づきを与えて下
さった同研究科の教官の皆様。そして、ゼミのティーチングアシスタントとして貴重な
アドバイスをしてくださった堀内雅生氏。共に成長を目指し切磋琢磨し合ったゼミの同
期。インタビューに協力してくださった皆様。会社の上司や同僚の皆様。そして、多く
の不便を掛けながらも最後まで支えてくれた妻の圭や子供たち。多くの数多くの方々の
ご支援がなければ、本研究はなし得なかった。この場を借りて心から御礼申し上げたい。 
 これからの日本企業が成長していくためには、人事部の改革が欠かせない。そんな課
題感を抱いたのが本研究の出発点であった。その中、2018 年に「ＴＥＡＬ組織」が出版
され、新しい組織形態について議論されるようになり、新しい組織の模索と人事部門の
役割を考えるきっかけとなったといえる。これからは、より人材価値による経営の時代
となり、人事部の役割の重要は増してくるであろう。本研究が人事部門の進化について
一つの道筋を少しでも示すことができれば幸いである。 
 
 
 
2019 年 1月 平田 英司 
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